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国際機構の成立後50年以上の歴史が重ねられたが，国際機構の他の分
野の研究の著しい発展に比べて，内部規則を中心とする内部法について
の研究はかなり立遅れていると言えよう；｝その理由としては次の2つの
ことが挙げられる。まず第1に，内部規則とは個々の国際機構の目的で
ある実質的分野において加盟国を拘束するものではなく，機構の内部関
係に適用される規則であることが指摘される。たとえば職員規則を例に
とると，これは機構とその職員たる個人との関係を規悔するものであり，
国家間関係の規律を原則とする国際法の範囲に含まれるか否かが問題と
なる。ここで内部規則の法的性格が関われると同時に，個人の法主体性
を認めない国家間関係法としての古典的な国際法ではカバーしきれない
領域を正しく位置づけることが要請されてくるのである。次に第2の理
由として，内部規則が国際機構の行政的活動を規律するものであるため
に，国際法学の対象にはなりにくい事実が指摘しうる。クンツ（Kunz)
は内部規則を圏内行政機関のadministrativeordinanceの知〈捉え，マ
ルー（Merle）も同様に内部規則の制定を立法権(lepouvoir legislatif) 
に対する行政機関の規則制定権 (lepouvoir r岳glementair~）に基くと
している；到しかし立法機関と行政機関の分化が認められない国際社会に
おいて，このような区別が法的意味を持つか否かは疑問であろう~·）又
内部規則を国際行政法とする意見もあり，いずれにしても第1の理由と
同様内部規則が国際法に含まれるのか問題となってくる：＂
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他方，内部規則は国際機構の業務上必要不可欠であるばかりでなく，
国際機構の行政裁判所によって適用されている。 1929年国際連盟行政裁
判所がその判決で，内部規則の適用を承認すると，これに呼応するかの
ように， 1931年にはフランスとイタリ 7の圏内裁判所が国際機構の職
員の提訴に対して，圏内裁判所の管轄権を否認する判決を出している。
現在は国際連合・国際労働機関の行政裁判所を中心として，憲章規定や
内部規則等を一体化した法としての内部法治f適用され，このような実行
は国際司法裁判所によっても， 1954年の国際連合行政裁判所が下した補
償裁定の効果事件（以下補償裁定事件とする） 1956年のユネスコに対す
る苦情についての国際労働機関行政裁判所の判決事件（以下IL O行政
裁判所事件とする）に対する勧告的意見において承認されている。従っ
て内部規則が国際機構内部で実体的に機能し，又行政裁判所により具
体的な紛争に適用されていることは明らかである。しかし行政裁判所
が国際法を適用する国際裁判所であるかという問題があり，このことは
再び内部規則の法的性格個人の国際法主体性の問題と関ってくるので
あるロ
ここではまず内部規則の定義・内容，制定根拠，制定プロセスについ
て検討を加えた後，内部規則の法的性格について考察していく。文国際
機構としては，現在のところ準普遍的在国々の参加をみる国際連合及び
その専門機関を対象とすることとした。欧州共同体についての研究もか
なりみられるが，地域構成につき限定的な機構であること，及び制定
と同時に加盟国の圏内法上の効力を持ち直接的に適用される規則の制度
が存在する等特別の考慮が必要であるため，本稿の範囲からは除外して
いる。
I 内部規則の定義・内容
内部規則の定義として確立したものは現在までのところ存在していな
い。そこでmaterialsourceとして挙げられているものから検討してい
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くことにする。まず第1は機構の設立条約規定が直接に内部機関の任務・
権限の配分・表決規則等について定めている場合が挙げられる。これら
の規定は宣接内部的に適用される規則であると同時に加盟国の合意に基
く条約規範であり，その法的性格は確立している。更に本稿の目的であ
る機構の一方的制定という行為の対象とはなっていないため，ここでは
考察から除外する。第2に機構が締結する条約の規定が挙げられる。通
常この種の条約は機構の対外関係を規律するために締結されるのである
が，その規定は内部関係に台いても大きな影響を持つと指摘されているt
これも第1の場合と同様機構と国又は他の機構との間の合意であり，条
約規範であるとともに一方的制定の対象とはならないことから除外する
ことになる。第3は，総会・理事会・委員会等の機構の合議機関の決議
により制定される内部機能に関連して一般的に適用される規則である。
これらの規則が内部規則に含まれる点で学説は一致していることかち，
問題なくここでの検討の対象になると言えよう。第4は，事務局の長等
が制定する施行細則等の行政的命令で，具体的には通達・指示・命令・
図書等の名称で呼ばれているものである。これらは第3の規則と比較す
ると合議によらずに制定されることと，事務局の下部機関や職員のみを
拘束することから，規範性よりも命令としての行政的性格が優先される
と考えられる。しかも制定は第3の規則が明示的に授権を行っている場
合に限定されることから，これを内部規則に含めるよりはその実施のた
めの行動として，内部規則の下位に位置づけるのが適当と言える。最後に
対外的作用を持つが直接に加盟国を拘束し直ちに圏内法上の効力を発生
するところの，機構の合議機関の決議により制定される規則を内部規則
とみなす意見がある：＂この規則の制定は現在のところ欧州共同体のみに
みられる制度であるため，やはりここでの考察の対象とはならない。従
って内部規則の定義としては，第3の総会・理事会・委員会等の機構の
合議機関の決議により制定される内部機能に関連して一般的に適用され
る規則というものを，本稿の目的に限定して採用することとする。
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次に内部規則の具体的内容の検討に入るが，表Iに掲げた規則の制定
が国際連合及び多数の専門機関の設立条約規定に明示されている。まず
ほ1£普遍的にみられるのが，総会・理事会・委員会等の合議機関の議
事手続規則であり，次に職員規則が多くみられる。又総会・理事会に
よる下部機関の設置決議は，通常下部機関の構成・目的・任務・手続
等に関する規則が伴うところから，規則制定に相当することになる：＂財
政又は会計規則の制定の明示はそう多くはないが，これと関連して財政
上の決議（予算の承認・分担金の割当等）の採択についてはほぼ全ての機
構が設立条約規定を設けている。財政決議は行政上の決定として定義に
ある一般的規則とは異るが，しかし会計年度として定められた期間に
わたって機構の機関や加盟国を拘束するところから，内部規則に含める
意見もみられる；～の他事務規則・国際会議召集規則・条約準備規則等
が設立条約上明示されている。文金融機関の設立条約は，内部規則の制
定について表Eの知くほぼ同内容の明示規定を設けている。この中で，
最初の業務上必要な規則の制定についての規定は，包括的な一般規定で
あり，後に明記された規則に含まれない内部規則は，この規定により制
定しうる権限が総務会に与えられている。最後に表に掲げられていない
万国郵便連合と国際電気通信連合の場合は，両機関が19世紀の国際行政
連合から発展してきた歴史的影響のもとに，長い間総会が個別の国際会
議を構成してきた。そして内部規則は Reglementd'executionとして総
会毎に更新される設立条約に付属していたが，次の総会はこれに拘束さ
れることはなく自由に変更することが可能であった。このような伝統の
もとに，両機関の内部規則は未だ設立条約の付属書という形をとってい
るのである：＂
以上が設立条約上制定を明記されている内部規則であるが，国際連合
及び専門機関が制定する内部規則はこれに限定されてはいない。例えば
表Iで国際労働機関の総会の場合，議事手続規則の制定についても下部
機関の設置についても明示規定は存在しないが，総会は実際にStanding
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Ordersと呼ばれる議事手続規則を制定し，条約・勧告の適用のための
委員会を下部機関として設置している。又国際連合では表Iに掲げられ
た規則の他に，行政裁判所規則・条約登録規則・本部規則・帯主使節団
規則・職員の年金規則・郵便行政規則・国連旗規則等が制定されている。
乙のように設立条約に規定されていない内部規則の制定の根拠は何に求
められるのであろうか，次に検討していくこととする。
I 内部規則制定の根拠
国際連合憲章第20条・第21条は以下の知〈規定している。
第20条総会は，その手続規則を採択する0 ・
第21条総会は，その任務の遂行に必要と認める補助機関を設ける
ことができる。
このような規定が設立条約中に設けられている場合（表I・ I参照）は，
その内部規則の制定の根拠は当該条項規定に求めることができる。すな
わち国際機構を設立する原加盟国の，設立された機構の機関が内部規則
を制定することに対する予めの同意として，設立条約中に明示されてい
るのであり，又後から加入した加盟国の場合は既に制定された内部規則
及び今後の制定に対する同意として，設立条約規定が内部規則の法的基
礎を構成していると考えられる。
しかし設立条約に明記されていない国際連合の行政裁判所規則や郵便
行政規則等の場合はどう在るのであろうか。この場合も設立条約は，そ
こに明記された機構の目的・任務を達成するために不可欠な権限を，
条約中に規定は見出きれなくとも，黙示的に機構に対して付与している
という黙示権限の法理により，内部規則制定の根拠は設立条約全体にあ
ると考えられている。国際連合の設立後間も奇い1948年に国際司法裁判
所は国際連合に勤務中被った損害の賠償事件における勧告的意見で，
・・国際法上機構は，憲章中にはっきりと述べられていないとして
も，必然的推断によりその任務の遂行に不可欠なものとして機構に
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付与される権限を有しているものとみなされるべきである。－…・闘
として，憲章に明示規定がないにもかかわらず，国際連合がその職員に
代わって国際請求を提起する権限を認めている。又1954年の補償裁定事
件の勧告的意見ではより直接的に，
・…本裁判所は，機構と職員との聞で公平な裁断を下す行政裁判所
を設ける権限は，事務局の能率的運営を確保し，最高水準の能率，
能力及び誠実を確保するという至上の考慮を実現するために不可欠
であったと認める。こうする能力は，憲章の真意の必然的推断によ
って生じる。……醐
として，国際司法裁判所は国際連合が行政裁判所を設立する権限を認め
ることによって，憲章中に明記されていない行政裁判所規則を制定する
根拠を承認していると考えられる。この場合の制定された内部規則の法
的基礎はどのように説明されるのであろうか。デッター（Detter）はこの
ように黙示的に権限を与える同意を明示の同意とは区別して， abstract
consentとして捉えているナすなわち国際機構に加盟する際の加盟国の
同意は，設立条約中に制定を明示されている内部規則に対する予めの同
意に限定されず，黙示的な権限に基いて将来制定されうる内部規則に対
する予めの同意をも包含した，非常に広範かっ抽象的な向意であること
になる。
以上の設立条約中の明示規定にしても設立条約全体の黙示権限にして
も，内部規則の制定の根拠は条約に基いているのであり，いずれの場
合も内部規則の法的基礎は条約における同意に求められているロところ
がこれとは異る見解もみられる。国際連盟の発足に当って理事会は，
連盟規約に明示の規定がないにもかかわらず自ら議事手続規則を制定し
たが，その制定の根拠は設立条約ではなく国際慣行に求められている了
何故なら議事手続規則の制定は国際機構の合議機関において初めてみら
れる現象ではなし 19世紀以前の国際会議から継続して行われてきてい
るのであり？国際会議は条約に従って百集されるものではないため，国
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際機構の場合とは異り，これに先行する条約は存在しないのが通例で
ある。従って議事手続規則の制定の根拠は条約ではなく，国際会議の慣
行に求めざるをえないことに在る。国際機構はこのような国際会議から
の歴史的伝統を受継いでいるので，アンチロッチ（Anzilotti）も，内
部規則の制定の根拠を必ずしも設立条約のみには求めず，国際機構の機
関がそれに従って運営されなければなら辛い規範の決定に関する自決権
(le pouvo日d’auto-d吾termination）としてより一般化された権限の独立
した存在を承認している了そしてカイエール（Cahier）はこれを慣習法
に基くものとして，国際機構に内部規則を制定する権限が一般的に認め
られていると考えている了これらの見解は，内部規則制定の根拠を条約
に求めるのではなく，国際慣行文は慣習法上の国際機構の権限に基くも
のとしている。しかし国際機構の成立以前から慣習法上確立していたと
考えられる議事手続規則の制定を除いては，国際機構に内部規則を制定
する権限を与えるような慣習法の存在が既に確認されているとは言ぃ難
い了議事手続規則の制定については，国際機構の成立後の国際会議にお
ける実行からみても慣習法の存在は確認され，例えば国際労働機関の総
会が設立条約上明示規定がないにもかかわらず，先に述べた Standing
Ordersを制定した狼拠を慣習法に求めるのは可能であろう。他方国際
連合の設立後既に40年に近い歳月が経過しようとしているが，その聞の
各機構の実行において，設立条約規定とは異る慣行の形成もみられる了
従って内部規則の制定についても，設立条約によって与えられた枠組は
存続するものとしても，今後の実行による慣行の形成という要素が制定
の根拠を考察する上で重要な意味を持つ可能性はあると考えられる。
皿 内部規則の制定プロセス
A （採択〉内部規則は総会・理事会・委員会等の機構の合議機関におい
て，決議として多数の賛成により採択されることが，国際連合及び専門
機関について一般的に認められる。採択条件は，設立条約に明記されて
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いる制定機関の表決規則に従うが，通常の場合は手続事項として単純多
数決か深用されている。しかし教育科学文化機関（ユネスコ）憲章第四条
第2項に規定されている憲章改正手続規則の制定には，憲章の改正決議
！に要求されている条件と同U，三分の三多数決が採用されている。又予
l算の承認等の財政上の決議は，重要問題として同じく三分の二多数決が
採用されることがほとんどであるf
B （発効〉内部規則は採択されると直ちに発行し，条約締結の場合の批
准のような後からの同意が発効の要件となることはない。文加盟国や機
関が留保を行うことは許されていない。
c （拘束力〉内部規則は発効すると，機構・機関・加盟国・職員等を拘
束することになる。ただし全ての内部規則がこのように一般的な拘束力
を持つのではなく，個々の内部規則の性格・内容によって拘束力の対象
は異っているので，個別に検討を加えていくことが必要である。まず職
員規則は機構と職員との関係を規律する規則なので，拘束力は機構及び
その機関と職員に対して生U，加盟国には直接及ぶことはないと言える。
行政裁判所規則・職員の年金規則もこのようなタイプに属すると考えら
れる。次に議事手続規則の場合は，当該機関及び議事に参加する加盟国
を拘束するが，機構全体や個々の職員に直接拘束力が及ぶとは考え難い。
そして加盟国は規則の適用により発言を許され告かったり発言時間を制
限される等，その権利に直接の影響を受けるものの，このような拘束力
についてはより詳細な吟味を要する。高野教授は内部規則の加盟国に対
する拘束力について，「加盟国の存在は機構に没入しているものと考えら
れ，機構独自の存在に対置され，そこに機能的・実質的な緊張関係が伴
うことは，原則的にないと考えられる」と述べている了すなわち主権国
家として機構の外に独立して存在する加盟国と，機構の構成員として内
部的に存在する加盟国と，加盟国の性格を区別することか守可能であり，
内部規則は後者の性格としての加盟国を拘束することはあっても，前者
の対外的な存在としての加盟国の権利・義務に直接影響を持つことはな
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いと考えられるのであるア従って議事手続規則の加盟国に対する拘束力
は，機構の構成員としての加盟国に対する対内的な形態に限定されると
言えるが，同様の拘束力は常設使節団規則・条約登録規則についてもみ
られる。しかし機構とその機関及び加盟国を拘束する財政（会計）規則そ
して財政上の決議の場合には，拘束力についての加盟国の性格上の区別
がどこまで維持できるか疑問である。例えば分担金の支払いという具体
的行動においては，機構の構成員としての存在と主催国家としての存在
は結局同一に帰L，機構と加盟国との聞に実質的な緊張関係が生巳る可
(22) 
能性はあるとみられる。すなわち機構の経費について財政上の義務を負
うのは構成員としての加盟国であるとしても，分担金を支払うことによ
り実際にこの義務を履行するのは主権国家としての加盟国であり，この
場合拘束力は主権国家として機構の外に独立して存在する加盟国に対し
ても生りると考えられるのである。その他の事務規則・国際会議準備規
則・条約準備規則・本部規則・郵便行政規則等は機構内の行政的な事務
省E率を高めるために制定されているものであるため，その拘束力は主と
して機構の機関に及び，必要な範囲内で加盟国や職員も拘束されるとみ
られる。
N 内部規則の法的性格
内部規則の法的性格について，国際連合及び専門機関が決議等の形で
主体的な判断を下した例はみられない。一般に加盟国は機構の内部規則
の制定に対して非常に寛大であり，制定された内部規則の有効性を争う
議論等が機構の場で行われることもほとんどなかった了従ってここでは
まず内部規則の法的性格を決定する上で有効ないくつかの判例を紹介し，
次に学説を検討していくことにする。
まず内部規則が園内法体系に属さないことは，多くの園内裁判所が機
構の職員からの提訴に対して管轄権を否認している事実から明らかであ
ろう。他方内部規則が国際法に含まれるという判決は，主としてフラン
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スの裁判所によって， Adrien事件・Chemidlin事件等において下され
ているナしかしイタリアの裁判所はProfili事件において，国際機構の
内部問題についての機構の自決権又は独立原則を承認したため，以後の
イタリアの判決では内部規則が機構毎に独立した法体系を形成するもの
とされてきたアこのように国内裁判所の判例は，内部規剥が圏内法では
ないという点では一致しているものの，国際法であるのか否かという問
題に対しては確定的な解答を与えてい在い。他の多くの国際裁判所や囲
内裁判所の判決においても，内部規則は国際機構の内部法に属すると言
われるだけで，内部法の法的性格までは吟味されていない。このことは
1929年国際連盟の行政裁判所が内部規則の適用を承認して以来，国際機
構とその職員の聞の紛争を解決してきた行政裁判所についても言えるこ
とで，行政裁判所は内部規則の法的性格という高度に技術的者問題は遊
けてきたと考えられる了しかしこのような行政裁判所の態度は理由のあ
ることで，内部規則の法的性格の決定は行政裁判所自身の法的地位の確
定と密接に関わるからである。行政裁判所は通常の国際裁判所と比較す
ると次の3点において相違があると考えられている。まず第1は国家聞
の条約ではなく国際機構の内部規則により設立されているごと，第2は
提訴が認められるのが国家や国際機構ではなく機構の職員等の個人を中
心としていること，そして第3は適用されている法規が一般国際法とい
うよりは内部規則を含む内部法が中心となっていることであるア国際司
法裁判所は行政裁判所の法的地位について， 1954年の補償裁定事件にお
ける勧告的意見では，
・・総会によって設立され，特別の規程に則りかっ国際連合の組織
された法体系の枠内で機能し，職員と事務総長によって代表される
国際連合との聞の内部的紛争をもっぱら処理する常設的な裁判所・闘
であるとして，むしろ国際裁判所との相違を強調しているが， 1956年の
IL O行政裁判所事件では，
…・・本裁判所は，行政裁判所が国際裁判所であることを否定するも
76 
のではない。しかし行政裁判所に提起される問題は国家聞の紛争で
はない0 ・ 聞
という勧告的意見を与えている。従って判例が内部規則の法的性格につ
いて確定的主判断を下していないことと同様，行政裁判所の法的地位に
ついても明確な解答は出ていないとみられる。すなわち判例から明らか
になっているのは，内部規則が園内法体系に属さないということのみで，
国際法に含まれるのか独立した法体系を形成するのかという問題は解決
をみないまま残されている。
次に学説の検討に入るが，まず内部規則を圏内法からも国際法からも
独立した法体系を形成する独立した規範として性格づける主張がある。
この説の積極的な根拠は，全ての組織は独自の自立した法体系を持っと
する制度理論Oath吾oriede !'institution）にあるとみられる？ヵイエ
ルー（Cahier）はこの理論の適用を，国際機構が加盟国からは独立して
独自の意思を決定する制度から正当化L，機構の内部的な法秩序が設立
条約から独立して存在していると考えているア又国際法を伝統的な国家
間関係法として狭く捉える場合には，その主体は原則的には国家に限定
され，国際機構とその職員との問を規律する規則を含む内部規則を，国
際法規範とみなすことは不可能となる。 Jレテー Jレ（Reuter）は国家間関
係を規律する法を機構とその職員の聞の関係に適用しえない理由を，国
際社会が統一的権力を欠く分権社会であるのに対して，機構と職員との
関係は組織化された法体系に基くものであるところに求めている了そ
して彼はこの内部法体系は国際法よりは国内法体系に似ているとし，セ
イエステッド（Seyersted）も同様に，内部規則が立法により制定される
こと，ヒエラルキーを構成していること，圏内公法上の一般原則が適用
しうること等から圏内法との相似を指摘しているアフォクサネアヌ（Fo-
csaneanu）はこれをより発展させて，国際社会の法体系を国際法と国際
法主体の内部法とに分け，国際法主体の内部法が更に国内法と国際機構
の内部法とに分けられるという独自の全法体系観を展開しているグしか
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しこの全法体系観が受入れ難いことは，国家が国際法成立の前提となっ
ている実体的存在であるのに対して，国際機構は国際法たる条約により
設立されている事実から明らかであろうア
他方内部規則を国際法規範とみなす多くの学者は，国際機締の設立条
約と内部規則の関係を重視している。すなわちE節において検討したよ
うに，内音院見則の制定の根拠は設立条約規定にあり，国際法規範たる設
立条約が内部主獄。の法的基礎を形成していることから，内部規則は国際
法に含まれるとするのである。エJレ・エリアン（ElErian）は内部規則
を独立させる説の便宜を認めながらも，それが内部規則の法的基礎が設
立条約に見出される事実に反することから，内部規則を国際法の特殊な
一部門とし？クンツはこれを条約に法的基礎をおくことから条約規範の
下位に属する国際法規範であるという性格づけを行っている「又内部
規則を国際法規範と認めない根拠の1つである国際法の主体性に関して
は，個人は国際法の定立主体とはなりえ辛いとしても，国際法により権
利・義務を与えられることから，限定的に法人格を認めうるという立場
がとられている。このことは1966年の国際人権規約等条約により直接に
個人の行動が規律される事実にも認められ，客体としての個人の法人格
カ苛童立されつつあると言える了そうなれば職員規則が国際機構とその職
員との関係を規律しているとしても，内部規則を国際法規範とみること
の障害が伺等存在しないことになり，従って内部規則を独立した規範体
系とする根拠は弱められ，独立を承認する必然、性は古lj度理論に求めら
れるのみである。制度理論によると，いかなる institutionも必ず固有
の法 (le droit propre）を有し， institutionの数と同ビだけの法体系
(!es systemes juridiques）が存在することになるが，ごれを内部規則
に適用すると，各国際機構の内部法秩序はそれぞれ独立しており，相互
にいか在る関連も持ちえないと考えられる。しかし様々な国際機構の職
員規則についての研究に基いて，エイクハースト（Akehurst）は各機
構の内部規則は非常に似通っており，実際に各行政裁判所は異る機構
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の行政裁判所の判決を先例として用いている事実を指摘しているfす在
わち異る機構の内部規則は同一法体系に属するものの如く行政裁判所
において扱われ，このことは各国際機構の内部規則をそれぞれ独立した
ものとして捉える制度理論の適用の不適切を証明することに他ならない。
以上の検討から，そして独立した内部法秩序の存在が事実上確認しえな
いことから，内部規則が国際法とは異る法体系に属することを承認す
べき積極的な根拠は否定され，内部規則は国際法規範とみなすことが最
も適当と考えられるのである。
内部規則の法的性格は国際法規範であるとして、それは国際法上いか
なる地位を占めるのであろうか。アンチロッチは内部規則を機構の機関
により得られる合意の特別の形式（uneforme speciale d’accord）と
して条約規範に含め？先に述べた如くクンツも条約規範の下位に属する
国際法規範であるとしている。何故なら内部規則を国際法規範とした根
拠はその法的基礎が設立条約にあることであり，条約規範に基いて制
定されたものであるから条約規範に含まれる，又はその下位に位置する
ことになる。しかし制定行為それ自体は設立条約中の合意に基いてい
るとしても，回節でみた如く内部規則の効力の発生の仕方には合意に基
く条約締結行為のいかなる要素も発見しえない。すなわち内部規則の
制定は立法原則が採用された国際法上特異な法生産行為であり，それが
同意原則に基く条約締結による法生産の結果として実現されうる二次
的な法生産であるとしても，形式的にはともかく実体としては合意行為
とは区別すべきだと考えられる。又議事手続規則の制定の根拠を慣習
法に求めることも可能であり，そうする場合には国際法規範たる法的性
格をいささかも損うことなく設立条約の介在を排除し，条約規範である
ことは否定されると考えられる：＂そしてエイクハ ストは，異る設立条
約に基く各機構の内部規則に非常に多くの共通点が見出される理由と
して．それらの聞が法の一般原則によって結びつけられていることを指
摘している？内部規則が条約規範であり，それぞれの設立条約に基く
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二次的在法生産の結果として個々に独立しているのであれば，そこに共
通の要素はありえないことになり，行政裁判所の判決が異る機構の内
部規則や先釧を援用することの意味は失われると言えよう。しかし現実
には行政裁判所の判決を通じて内部規則の解釈は統一され，機構聞の一
般制貫行カ形式されているのであり，このよう者内部規則の法の一般原
則による発展は今後ますます重要になると考えられる了以上のように内
部規則の制定は条約による機構の設立に伴って生じた現象であるとして
も，その形式・発展は条約規範の枠内に止らず，慣習法・法の一般原
則という他の国際法の法源の相互的作用を通Uて実現していくと考える
のが適当であろう。従って内部規則は条約規範として特定されるべきで
はなく，伝統的な国家間関係法からの国際法の拡大現象を承認してはピ
めてその正しい国際法上の位置づけが可能となるのである。そしてデッ
ター・スクピスツェフスキー（Skubiszewski）は，立法原則が採用され
て機構の一方的な制定行為により生産された内部規則に，条約・慣習法
・法の一般原則に次〈、第4の法源としての可能性を見出し，国際法上独
立した新しい地位を用意すべきことを示唆しているfこの場合内部規則
の第4の法源としての地位カ苛濯立されれば，内部規則の制定は設立条約
による合意に基く二次的な法生産であるとしても，国際立法の先駆的
現象として非常に重要な意味を持っと考えられるのである。
v 結び
国際連合及び専門機関の内部規則の法的性格について学説上の統ーは
みられず，様々な観点からか寺りの対立が認められている。その理由は
E節において述べた国際機構の内部規則又は内部法の定義か瀧立してい
ないことが主要な原因となっていると考えられる了内部規則の中には非
常に多岐にわたる内容のものが含まれていて， E節においてみた如くそ
の拘束力の対象もそれぞれに異っている。すなわち拘束力の対象とし
て機構の機関や職員に及び，その聞の関係を規律する職員規則や行政裁
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判所規則に焦点を当てた場合には，国際法の主体の問題が大きな意味を
持つが，加盟国を拘束する議事手続規則や財政主娘リに焦点を当てると，
国際法の主体はほとんど問題とならず，むしろ拘束力の性質が重要にな
ってくる。加盟国について対外的な主権国家としての存在と内部的な構
成員としての存在とを区別して，後者にのみ拘束が生ビるものとして拘
束力の性質を限定することも，議事手続声見則の場合は可能であっても，
財政上の決議に基く分担金の支払いという場面ではもはや内部的な問
題に止ることは困難になってくる。同様のことは国際司法裁判所の裁判
所規則についても言えることで，皆川教授は裁判所規則を「単純な内部
規範ではなく，……一体として，国際訴訟活動の展開にお、いて，裁判所
および当事国を拘束する国際手続規範を構成する」ものであるとしてい
るアこのように個々の内部規則はそれぞれに異る内容・性格・拘束力
を持つものであり，焦点を当てる対象・範囲により生ピる問題も変って
くると言えよう。従って今後個々の内部主獄Uについての詳細な研究が行
われるとともに，それらを皇室理・分類することによる統合化を通ヒて，
内部規則の定義を確立していくことが要請されるのである。
文内部規則の法的性格としては，国際法の拡大現象の中で国際法規
範として捉えることが，多数の支持を得ているとみられる。その場合内
部規則が条約・慣習法・法の一般原則に次ぐ第4の法源を構成するもの
と認められれば，当然国際立法の可能生が問題となってくる。第4の法
源の確立と国際立法の実現は謂わば表裏関係にあるのであり，エイクハ
ーストによるとここに更に国際法の主体の問題州ナけ加えられる「すな
わち，個人が国際法上の法人格を認められるとしても，それは法定立権
能に欠ける客体としての法人格に限定されているのが現状であり，個人
が法定立に参加しえないとすれば，彼等を規律する法の定立は彼等にと
っては必然的に立法 (leg凶 alion）という性格を持つことになる了従っ
て国際法の主体性の概念上の拡大は，国際立法の実現を促すとともに，
国際法の法源の拡大をももたらす可能性があり，三者は密接な関連を持
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ちながら国際法を発展させているとみられる。本稿で論巳た国際連合及
び専門機関における内部規則の制定は，少くとも国際法を伝統的な国家
間関係法から脱皮させる上で重要な役割を果していると考えられるし，
今後国際法がより大きな構造転換を遂げる上でも，主要な契機を提供す
る可能性を持つものと，期待できるのである。
(1982年5月31日）
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ENACTMENT OF削I芭RNALREGULA百ONS
IN THE UNITED NATIONS 
AND IBE SPECIALIZED AGENCIES 
~Summary~ 
Azusa Shinohara 
There seems no agreement over吐国definitionof internal re伊Jations
of mternational organizations, but m世tisarticle, it is convenient to 
qualify them as the rules enacted by the resolutions of one of the organs 
剖tdapplied generally within the internal functionings of吐ieorg四包a-
tlons. Considering the contents, the legal basIS, and the adoptmg process 
of the internal regulations of吐田 UmtedNations and the Spec阻lized
Agencies, it is concluded也atthey should be classified as出enew branch 
of international law, but not constituting the autonomous legal orders 
after the mst1tutional theory of Jaw. In mternatlonal law the internal 
regulations are not regarded as conventional law, nor as customary law, 
nor as general principles of law, so it IS possible that they become the 
new source, the fourth source of international law. 
Some of the internal regulat10ns, for泊st叩 cestaff regulations, 
regulate the relations between the orgaruzations and their private ofi-
cials. Therefore they contribute to make a wider conception of inter-
national law, for classical international law has dealt only with the 
relations副nongthe nations, and its subjects are con白tedto the sover-
eign states. Though the international personalities of private persons are 
adntitted, they lack the law-creating power, and are only vested with 
the rights and the obligations.百tenthere needs some legislation mecha-
nism to make regulations for廿iem.
The enactment of the internal regulations is a unilateral act of 
an international organization, and a very r町elaw-making technique 
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adopting the legislative principle. Consequently not only does it expand 
the sources, the conception of international Jaw, but also it po阻bly
becomes the forerunner of mtemational legislation. 
